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航空における排出量取引制度の論点
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1. はじめに 1

目的

会員企業

航空運送事業に関する諸般の調査、研究等を行い、我が国航空運送事業の健全な発展を促進する

日本航空㈱ 代表取締役社⾧執行役員鳥取 三津子会 ⾧

全日本空輸㈱ 代表取締役社⾧井上 慎一理 事

大塚 洋理 事 ⾧

日本貨物航空㈱ 代表取締役社⾧本間 啓之
監 事

アイベックスエアラインズ㈱ 代表取締役社⾧前澤 豊

役員

19社(2025年8月時点)

社会経済の発展に貢献し、社会基盤(公共インフラ)として責務を果たすため、

2050年カーボンニュートラルの実現を目指すことを宣言 (2021年)

気候変動対応

主な活動

定期航空協会について



21. 航空の脱炭素を取り巻く環境

国内と国際 ２つの枠組みが存在（国際航空と国際海運のみNDC外）

国内航空分野国内航空分野 国際航空分野国際航空分野

パリ協定パリ協定 ICAO（国連専門機関）ICAO（国連専門機関）

⾧期 ：2050年 カーボンニュートラル
短中期：2030年 2013年対比16％削減

（CO₂排出量原単位）

⾧期 ：2050年 カーボンニュートラル
短中期：2030年 2013年対比16％削減

（CO₂排出量原単位）

⾧期 ：2050年 カーボンニュートラル
短中期：2035年 まで2019年の85％よりも

CO₂排出量を増やさない野心的目標
※オフセット義務あり

※日本政府は2024年~第1ﾌｪｰｽﾞより参画

⾧期 ：2050年 カーボンニュートラル
短中期：2035年 まで2019年の85％よりも

CO₂排出量を増やさない野心的目標
※オフセット義務あり

※日本政府は2024年~第1ﾌｪｰｽﾞより参画

枠組み枠組み

航空分野の

削減目標

航空分野の

削減目標

2024～35年の期間、世界の経済成⾧・需要を支えながら、

ベースライン2019年比85%よりもCO2排出量を増やさない

※2050年カーボンニュートラルへ向けた
2036年以降の具体的な⾧期削減目標（LTAG）の道筋は議論中
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CORSIA（Carbon Offsetting and Reduction Scheme for International Aviation）の概要 出典:定期航空協会作成



出典：一般財団法人運輸総合研究所
「航空分野の⾧期的な排出削減対策見通し」令和４年３月

（参考）国内線の将来需要は 横ばいの見通し

32. 国内航空の脱炭素の現状

国内航空の地球温暖化対策計画における脱炭素の実績と見通し
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CO2排出原単位推移・見通し

出典：定期航空協会作成

1. 地球温暖化対策計画ではCO2排出原単位で2030年度に2013年度比16%低減する目標を掲げている。
2. 国内線の輸送量はコロナ前水準へ回復。将来需要は、横ばいで推移すると考えられる。

基準年：2013年度
排出原単位：1.3977
CO2排出量：1036万t-CO2

2030年度目標（16%削減）
排出原単位：1.1693
CO2排出量：1036万t-CO2
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定期航空協会 会員社の輸送実績（国内線）

出典：定期航空協会作成

（万トンキロ）

コロナ前水準に回復



3. 排出量取引制度の導入にあたって考慮すべき業界の特性 4

航空の脱炭素手段は限られており、エネルギー転換には時間を要する

航空機の電動化、水素化などによる技術革新
短距離／中小型機がメイン、実用化に時間を要する

管制の高度化、運航時の工夫による燃費改善
国のイニシアチブのもと⾧期的な取組みが必要

SAF導入
普及までに時間と莫大なコストを要することから、
導入を後押しする制度的な支援が必要

1. 航空は国際線において既にCORSIAオフセット義務が開始しており、国際競争力のある価格と品質のSAFを安定
的に供給できる体制構築が経済、エネルギー安全保障の観点からも急務。

2. 航空機の技術革新、管制の高度化、SAF導入を後押しする制度的な仕組み等、国と連携すべき課題も多い。

国際航空における脱炭素シナリオ国際航空における脱炭素シナリオ

脱
炭
素
手
段

脱
炭
素
手
段



4. カーボンニュートラルの実現に向けた業界の取組 5

SAF利用のほか、新技術・低燃費機材の導入、運航上の改善等を推進

出典:空のカーボンニュートラルシンポジウム（第3回）https://k3rws.stage.ac/carbon-neutral/



4. カーボンニュートラルの実現に向けた業界の取組 6

BtoB:SAFの更なる利用促進に向け、Scope3削減の認知・普及を推進

出典:空のカーボンニュートラルシンポジウム（第3回）https://k3rws.stage.ac/carbon-neutral/



4. カーボンニュートラルの実現に向けた業界の取組 7

BtoC:SAFの更なる利用促進に向けた啓発活動を推進

出典:空のカーボンニュートラルシンポジウム（第3回）※一部情報更新 https://k3rws.stage.ac/carbon-neutral/



具体事例:運航上の改善

4. カーボンニュートラルの実現に向けた業界の取組 8

出典:定期航空協会作成



具体事例:運航上の改善

4. カーボンニュートラルの実現に向けた業界の取組 9

出典:定期航空協会作成



具体事例:運航上の改善

4. カーボンニュートラルの実現に向けた業界の取組

出典:定期航空協会作成
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5. 業界における排出量取引制度設計に関する要望

① 航空は公共交通機関として人・モノの輸送を担う社会インフラの役割を担っている一方、
単位輸送量当たりのエネルギー消費量の大きい、Hard-to-abateな輸送モードです。
航空ネットワーク維持に必要な経済性と、環境対策が両立できる制度設計の検討を
お願いいたします。

② 航空は脱炭素手段が限られています。新技術（電動・水素航空機等）の商用化には
不確定要素が多く、またSAFの普及についても、官民協議会において、安定供給と国際
競争力のある価格の実現へ向けた協議が継続中です。このような状況を踏まえ、柔軟な
制度運用、見直しについても配慮をお願いいたします。

③ 航空は国際線はCORSIA、国内線はパリ協定（NDC）という別々の枠組みが存在し
ます。国際線では2024年1月からオフセット義務（＝経済的負担）が発生している
ことも十分に考慮し、国内線における制度設計、個別指標の検討をお願いいたします。
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航空の特性を考慮した制度設計、個別指標の検討をお願いいたします



6. 排出枠の割当方式に関しての基本的な考え方

① 航空の排出枠の割当方式は、過去の削減努力が反映されるベンチマーク方式の採用
をお願いいたします。現時点で最も有効な脱炭素手段は、燃費効率の良い最新の航空
機への更新ですが、１機あたりの投資額が大きく、一般的に15年～20年の耐用年数が
あるため、これまでの削減努力が反映される制度設計が必要であると考えます。

② 航空は輸送単位あたりの燃料消費量により排出効率の指標を設定しやすい特性があり
ます。一方、定期輸送を行う事業者、遊覧飛行やビジネスジェット等の不定期輸送を行
う事業者のように、事業形態の違いによる公平性へも一定度の配慮が必要であるため、
「国内定期航空運送事業」 を事業活動範囲とするBM指標の検討が適当ではないか
と考えます。

③ 基準活動量は輸送トンキロとし、CO2排出原単位の値を算出することが現実的ではな
いかと考えます。

④ 地球温暖化対策計画の目標水準（2030年度:排出原単位で2013年度比16%低減）との
整合性にも留意したBM指標の検討をお願いいたします。

航空の排出枠の割当はベンチマーク（BM）方式の検討をお願いいたします
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航空業界のサステナビリティ関連WEBサイト

Sustainable Aviation Japan （SAJ）

https://saj-teikokyo.com/

http://teikokyo.gr.jp/


